
大会準備の推進及び体制検討等業務委託 受託者募集に係る

ご質問への回答（2020年10月5日 質問締切）
ご質問 回答

1

受託者募集要領P3「（2）審査基準」の「業務実績」において、資本関係がない国内外

グループファームの業務実績は、応募者（法人）の直接的な業務実績ではないため、業

務実績として見なされないと考えますが、そのような理解で正しいでしょうか。

お見込みのとおりです。

2

受託者募集要領P3「（2）審査基準」の「業務実績」において、「日本における大規模

国際スポーツ大会の準備や企画や運営に関する知見や実務経験」の「知見」とは、応募

者（法人）の直接的な業務実績に基づく知見を意味するものと考えますが、そのような

理解で正しいでしょうか。

お見込みのとおりです。

3

企画提案書作成要領「法人等の業務経歴」には、「発注者が民間の場合には『民間』と

のみ記載すること（企業名の特定は不要））」とございます。

この点につきまして、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委

員会は東京オリンピック・パラリンピック特別措置法第28条にて「みなし公務員」の扱

いとなっており、民間ではなく、公的機関としての扱いとして発注者を公表すべきもの

になると存じます。

その上で、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会におけ

る業務実績を使用できるのはスポンサーのみであり、スポンサー以外の企業等は業務実

績として使用できませんが、そのような理解で正しいでしょうか。

業務実施体制（様式２）の法人等の業務履歴の発注者欄には、記載する業務に

おける契約上の発注者について記載してください。

なお、公益財団法人等の公的機関については、団体名を記載してください。

4

本件の受注確定後の契約締結におきまして、契約書は貴組織委員会のものを使用するこ

とを前提とされていますでしょうか。

そのようなご想定でございましたら、もし可能でしたら、現時点で契約書ひな形をご共

有いただけましたら幸いです。

契約書については、受託候補者と協議の上、作成するものと考えております。

参考に、組織委員会の契約書ひな形を資料として追加で公表します。


